
令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業効果検証

番号 事業名 事業概要 交付金の種類 経済対策との関係 担当課 事業開始年月 事業完了年月
執行額
（千円）

うち交付金
充当額（千円）

事業の効果 参考（計画時目標）

1

令和５年度大分県津
久見市低所得者世帯
給付金【低所得者世
帯給付金】

コロナ禍から続く物価高騰で生活に
影響をうける低所得者世帯を支援
するため、令和５年度の住民税非
課税世帯等を対象に１世帯当たり
30,000円の現金を支給した。

低所得世帯
支援枠

コロナ禍において
物価高騰等に直面
する生活困窮者等
への支援

社会福祉課 R5.7 R5.12 79,800 79,800

非課税世帯等への現金給付により、生
活支援につながったとともに、消費の下
支えにも寄与した。

給付率：９６．４％
対象世帯数：２，７５８世帯
給付世帯数：２，６６０世帯

対象者への給付率：100％

2
令和５年度大分県津
久見市低所得者世帯
給付金(事務費)

事業番号１の執行に要する事務費
低所得世帯

支援枠

コロナ禍において
物価高騰等に直面
する生活困窮者等
への支援

社会福祉課 R5.7 R5.12 2,272 2,272
事業番号１の効率的な事務の執行につ
ながった。

7
農業経営継続環境整
備支援事業

コロナ禍から続く物価高騰の影響に
伴い経営が厳しい農業者の事業継
続を支援するため、要件を満たす
農業者に対して、肥料代・農薬代の
増加分を農業者の生産要件に応じ
て10万円又は20万円を上限に支援
した。

推奨メニュー
分

エネルギー・原材
料・食料等安定供
給対策

農林水産課 R5.7 R6.3 2,419 2,198

農業経営に係る必要経費の増額分を補
助することで、経営の維持につながっ
た。

対象者数：４２人
利用者数：２６人
対象者の事業活用率：６１．９％
認定農業者の廃業者数：０人

・対象者の事業活用率：100％
・認定農業者等廃業者：0件

8
水産業経営継続環境
整備支援事業

コロナ禍から続くエネルギー価格の
高騰により経営の維持安定が困難
となっている水産事業者に対して、
動力の燃料価格の高騰分について
補助をした。

推奨メニュー
分

原油価格高騰対策 農林水産課 R5.7 R6.3 8,735 7,912

漁業に不可欠な燃料の増額分を補助す
ることで、経営の維持につながった。
対象者数：９３人
利用者数：９１人
対象者の事業活用率：９７．８％
原油価格高騰等による水産事業者廃業
件数：０件

・対象者の事業活用率：100％
・原油価格高騰等による水産事業者廃
業件数：0件
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9
公共交通事業者燃料
価格等高騰対策支援
事業

コロナ禍から続く燃料価格や車両の
維持費等の高騰による経営の負担
を軽減するため、バス事業者、タク
シー事業者に対して、上限を定めて
燃料代等を支援した。
タクシー業者　　 １台につき5万円
バス事業者　 １社につき500万円

推奨メニュー
分

原油価格高騰対策 経営政策課 R5.7 R6.2 6,000 4,469

支援金の支給により、地域住民の生活
に不可欠な地域公共交通の維持につな
がった。

燃料価格高騰による廃業件数：０件
支援事業者数：３社

燃料価格高騰による廃業件数：０件

10
食観光物価高騰影響
緩和対策支援事業

コロナ禍からの物価高騰の影響が
続いていることにより食材が高騰
し、アフターコロナを見据えた観光
需要の活性化を図るための食観光
事業の実施への影響が大きいこと
から、長年続けているマグロ、アオ
リイカ（モイカ）等を使用したキャン
ペーンの食材調達の影響を緩和す
るため補助金

推奨メニュー
分

エネルギー・原材
料・食料等安定供
給対策

商工観光・定住推進
課

R5.7 R5.7 2,968 2,638

食観光に必要な食材の高騰分に対して
補助金を交付することで、１食当たりの
単価の増加を抑えることができ、前年度
食数を維持することができ食観光のキャ
ンペーンの活性化につながった。

食観光キャンペーン誘客　1.05倍

食観光キャンペーン誘客1.5倍以上

11 イベント開催支援事業

コロナ禍から続く物価高騰やエネル
ギー価格高騰により地域経済再活
性化のためのイベントの開催が厳し
い状況であることから、その影響を
緩和しイベントが開催できるよう、従
前の開催費用から増加する運営経
費に対して３分の２を上限に補助金
を交付した。

推奨メニュー
分

エネルギー・原材
料・食料等安定供
給対策

商工観光・定住推進
課

R5.7 R5.8 5,000 4,542

コロナ禍から物価高騰やエネルギー価
格高騰が続く中で、イベント開催に係る
費用を支援することで、アフターコロナに
おいて、イベントを本格開催ができ、誘客
による地域経済の活性化につながった。

イベント誘客数：48,000人

イベント誘客数　60,000人以上

12
物価高騰に伴う学校
給食費支援事業

コロナ禍から続く物価高騰による小
中学校の給食への影響を軽減する
ため、各小中学校における給食費
月額の１割相当額を学校給食運営
協議会等に対して補助金を交付し
た。

推奨メニュー
分

コロナ禍において
物価高騰等に直面
する生活困窮者等
への支援

学校教育課 R5.4 R6.2 5,505 4,981

補助金を交付したことにより、保護者負
担を増加させることなく、安定して市内小
中学生に給食を提供することができた。

保護者負担の増加率：０％

物価高騰による給食費の保護者負担
増　０％

13 保育料負担軽減事業

コロナ禍から続く電気・ガス・食料品
等の価格の高騰により、経済的負
担を強いられている子育て世帯を
支援するため、保育料を全額支援
（助成・減免等）した。

推奨メニュー
分

コロナ禍において
物価高騰等に直面
する生活困窮者等
への支援

社会福祉課 R5.4 R6.3 12,540 11,355

コロナ禍から続く電気・ガス・食料品等の
価格の高騰により、経済的な負担が増加
する中で、保育料を全額支援したことで、
子育て環境の改善につながった。

経済的な理由による保育所等の退所
者：０人
延べ助成件数：３５４件

経済的な理由による保育所等の退所
者：０人
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14
放課後児童クラブ利
用料負担軽減事業

コロナ禍から続く電気・ガス・食料品
等の価格の高騰により、経済的負
担を強いられている子育て世帯が
安心してサービスを利用できるよう
支援するため、放課後児童クラブの
利用料を助成した。

推奨メニュー
分

コロナ禍において
物価高騰等に直面
する生活困窮者等
への支援

社会福祉課 R5.4 R6.3 4,186 3,809

コロナ禍から続く電気・ガス・食料品等の
価格の高騰により、経済的な負担が増加
する中で、保育料を全額支援したことで、
子育て環境の改善につながった。

経済的な理由による児童クラブの利用
控え：０人
延べ助成件数：２６，９２０件

経済的な理由による児童クラブの利用
控え：０件

15
地域消費喚起プレミア
ム付きクーポン券事業

コロナ禍から続く燃料価格や物価の
高騰等により経済的な負担を強い
られる家計を支援するとともに消費
を下支えするため、プレミアム付き
お買い物券を発行した。

推奨メニュー
分

コロナ禍において
物価高騰等に直面
する生活困窮者等
への支援

商工観光・定住推進
課

R5.7 R6.2 46,457 14,798

プレミアム付き商品券の発行により市民
の経済的負担の軽減や市内での消費喚
起による経済効果にも寄与した。

商品券発行冊数：13,000冊
　紙13,000冊　電子2,000チャージ
商品券販売率：91.9％
商品券換金率：99.8％

プレミアム付きお買物券販売冊数：
15,000冊

16
商店街等エネルギー
価格高騰対策支援事
業

コロナ禍からエネルギー価格の高
騰が続いている中で、商店街や自
治会等が管理する街路灯などの省
エネ対応に係る経費に対し、2,000
千円を上限に支援した。

推奨メニュー
分

エネルギー・原材
料・食料等安定供
給対策

商工観光・定住推進
課

R5.7 R6.3 4,030 1,831

補助金を交付することにより商店街の電
気の省エネ化が図られ、経済的負担の
軽減につながった。

街灯の省エネ化した商店街数：４箇所

街灯の省エネ化した商店街数６箇所

17
社会福祉施設等物価
高騰対策緊急支援事
業

コロナ禍から原油価格など燃料価
格の高騰により電気代が高騰する
一方で、公定価格が改訂されず経
営の負担が増加している社会福祉
施設等に向けて県が電気代高騰分
を支援する事業の市負担分

推奨メニュー
分

エネルギー・原材
料・食料等安定供
給対策

社会福祉課
長寿支援課

R5.7 R6.3 4,702 4,249

高騰する電気代を補助することにより、
社会福祉施設等の維持及び必要なサー
ビスの確保につながった。

経済的な理由で廃業をした施設数
障がい者施設：０施設
児童福祉施設：０施設
高齢者施設：０施設

物価高騰を理由にした施設の廃業数０
件

18
公営企業物価高騰対
策支援事業

事業中止
推奨メニュー

分
－ － － － － － -
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19 就職支援事業

新型コロナウイルスの感染が収束
を見せない中での市内就業を支援
するため、感染防止対策を図りなが
ら生徒や保護者を招いての就業説
明会を開催した。

通常分
ウィズコロナ下で
の感染症対応の強
化

商工観光・定住推進
課

861 609

市内の唯一の高校において、市内企業
等が間仕切りによりブースを設けて説明
する場を設けることで、感染症対策を図
りつつ、生徒及び保護者の市内の産業
への理解促進や市内企業の雇用促進に
つながった。

令和３年度市内就業者２１人⇒令和５年
度市内就業者１７人

令和３年度市内就業者２１人⇒令和６
年度市内就業者３０人以上

20
妊婦子育て応援給付
事業

事業中止 通常分 － － － － － － -

21
公共施設等光熱費高
騰分

コロナ禍における物価高騰下で電
気・ガス代も高騰している中、市民
が利用する公共施設（小・中学校、
市民図書館）の適切な維持管理を
行った。

推奨メニュー
分

エネルギー・原材
料・食料等安定供
給対策

生涯学習課
管理課

R5.4 R6.3 11,565 10,474

電気代が高騰する中で、公共施設の電
気代に充当することで、市民サービスの
維持につながった。

電気料金を補助する施設：８施設

電気料金を補助する施設：３施設

197,040 155,937合計


